


















大阪経済大学非常勤講師 蕭 文嫻 
1934年の米国銀購買政策により、大量の銀が中国から流出し、通貨の収縮により、金融恐慌が引
き起こされた。それを契機に、南京政府は銀本位制から管理通貨体制に移行した。だが幣制改革は、


































































月から 37 年 7 月までの間に中国政府は米国に対して 2 億 6 百万オンスの銀を売却して、その対価
として9,500万米ドルを受け取った。その結果、諸中国政府系銀行はかつてない潤沢な外貨を保有
することになった。元来上海には中央銀行がなく割引市場もなく、銀行間のコール制度がないため、
各銀行は手元逼迫をきたした場合にもまた反対に遊休資金の巨額に苦しむ場合にも、為替取引によ
って資金吸収・遊休資金の利用を行う。幣制改革後政府の統制が強くなったと言われる上海為替市
場においてもそれは変化しなかった。ただ対外為替を管理する中央銀行と政府貿易の為替業務を担
う中国銀行は、豊富な外貨を持つことによって為替市場において重要なプレイヤーとして登場する
ようになり、外国銀行との間に対等的な対立競争関係を展開し、コストを無視するような価格競争
によってこれまで外国銀行によって支配してきた市場の主導権を奪い返して行く。 
 その結果、在華外国銀行は新たな活路を見出すことが必要となるが、そこで幣制改革以前にすで
に拡大した香港上海銀行は現地業務を維持しながら、幣制改革によって政治基盤が安定した南京政
府への政治借款の引受業務を再開させたのである。 
またチャータード銀行は為替銀行から一般中国商業銀行へと大きな戦略転換を図ろうとしたが、
日中戦争によってこれを実現することができなかったであろう。しかし、英国系諸銀行と違って日
中問題など上海に明るい見通しを持っていないからか、米国系花旗銀行は現地貸付業務を縮小させ
た。諸外国銀行における対応の違いは当時中国の将来を予測する難しさを示しているのではなかろ
うか。 
